
6

Ⅱ．経営戦略Ⅱ．経営戦略
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１１..中小企業貸出の徹底強化中小企業貸出の徹底強化

平成２４年度　 重要戦略

１．平成２４年度　 重要戦略

３３..経費の抑制経費の抑制

２２..個人まるごと営業の推進個人まるごと営業の推進　

　

平成平成２４年２４年９月末の９月末のリテール企業貸出金リテール企業貸出金は年増プラスに反転は年増プラスに反転。。
平成平成２５年２５年３月末に向けて更なる拡大３月末に向けて更なる拡大を目指す。を目指す。

投資信託販売額は増加基調。顧客層の拡大により更なる収益拡大を目指す。投資信託販売額は増加基調。顧客層の拡大により更なる収益拡大を目指す。
住宅ローンは残高拡大を維持しつつ、利回改善と信用リスク抑制を両立。住宅ローンは残高拡大を維持しつつ、利回改善と信用リスク抑制を両立。

費用対効果を踏まえた徹底的な見直しにより、費用対効果を踏まえた徹底的な見直しにより、平成２４年度平成２４年度経費は経費は前年度前年度
実績内の実績内の５６８億円を見込む。５６８億円を見込む。
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◆◆リテール企業貸出金残高は増加基調を維持リテール企業貸出金残高は増加基調を維持

＜リテール企業貸出金残高＞ ＜リテール企業貸出金残高　前年同月比＞

14,033

13,916 13,896

14,025

14,255

13,700

13,900

14,100

14,300

H21/9 H22/9 H23/9 H24/9 H25/3計画

(億円）

＋265

▲117

▲20

＋129

-120

-60

0

60

120

180

240

300

H22/9 H23/9 H24/9 H25/3計画

(億円）

※リテール企業貸出金＝リテール店舗（本店・東京支店・大阪支店・名古屋支店を除く）の企業貸出金

２．中小企業貸出の徹底強化　

③ 京都・滋賀・奈良エリア向け戦略商品の導入
　「京銀スーパープライム融資３」（H２４／９～）
③③ 京都・滋賀・奈良エリア向け戦略商品の導入京都・滋賀・奈良エリア向け戦略商品の導入
　「京銀スーパープライム融資３」（　「京銀スーパープライム融資３」（HH２４／９～）２４／９～）

② 阪神エリア向け戦略商品の導入
「京銀　阪神エリア特別融資」（H２４／７～）

　※貸出金増量とともに、総合取引化の目標を設定

②② 阪神エリア向け戦略商品の導入阪神エリア向け戦略商品の導入
「京銀　阪神エリア特別融資」（「京銀　阪神エリア特別融資」（HH２４／７～）２４／７～）

　　※※貸出金増量とともに、総合取引化の目標を設定貸出金増量とともに、総合取引化の目標を設定

年増プラスに転換

平成２４年度上期実行額
（３か月間）

１６７先／５１億円

平成２４年度上期実行額平成２４年度上期実行額
（３か月間）（３か月間）

１６７１６７先先／５１億円／５１億円

平成２４年度上期実行額
（９営業日）

１６６先／５８億円

平成２４年度上期実行額平成２４年度上期実行額
（９営業日）（９営業日）

１６６１６６先先／５８億円／５８億円

貸出金増量施策貸出金増量施策

①個社別方針の徹底による融資推進（H２３／１１～）
　※取引先の実態把握強化による個社別方針の策定・融資推進
　　２４年度も引続き取組みを強化し、貸出金増量につなげる

①①個社別方針の徹底による融資推進（個社別方針の徹底による融資推進（HH２３／１１～）２３／１１～）
　※　※取引先の実態把握強化による個社別方針の策定・融資推進取引先の実態把握強化による個社別方針の策定・融資推進
　　２４年度も引続き取組みを強化し、貸出金増量につなげる

実行累計額（２３/下＋２４/上）
５４３先／２１７億円

※営業店リストアップ先ベース

実行累計額（２３/下＋２４/上）
５４３５４３先先／２１７億円／２１７億円

※営業店リストアップ先ベース

※平成２３年度からの継続および戦略商品の導入※平成２３年度からの継続および戦略商品の導入



9

◆◆低リスク商品の導入等により、預り資産顧客層を拡大低リスク商品の導入等により、預り資産顧客層を拡大

低リスク商品の提案強化

　・投資信託　・・国内債券ファンド、為替ヘッジ付外債ファンド　
　・保険　　　　・・一時払終身保険、円建定額年金保険

低リスク商品の提案強化

　・投資信託　・・国内債券ファンド、為替ヘッジ付外債ファンド　
　・保険　　　　・・一時払終身保険、円建定額年金保険

＜預り資産販売のターゲット＞

個人金融アドバイザー

個人渉外担当

投信・保険での運用経験がある顧客
退職金の運用や相続対策を必要とされる顧客

事業先役員を含む新規の顧客
預金・公共債のみで運用を行っている顧客

380

270

180

264

0

100

200

300

400

H23/上 H23/下 H24/上 H24/下計画

＜投資信託期中販売額＞(億円）

2,709

1,594

1,000

2,000

3,000

H23/下 H24/上

＜投資信託新規口座開設先数＞(先）

39

54

1917

0

20

40

60

H24/1 H24/4 H24/7 H24/10

＜月間保険販売額＞(億円）

ストック収益増強と資産形成層をはじめとした顧客層拡大のため、　　

「平準払個人年金保険」の取扱いを開始（２４年１１月～）「平準払個人年金保険」の取扱いを開始（２４年１１月～）

２４年度下期の新たな施策２４年度下期の新たな施策 2,466

1,7501,744
1,837

1,500

2,000

2,500

H23/上 H23/下 H24/上 H24/下計画

＜預り資産期中収益額＞(百万円）

預金・決済・
カード

預金・決済・
カード

資産運用資産運用各種ローン各種ローン

年金受取年金受取

相続・
遺言信託

相続・
遺言信託

個人のライフ
ステージに応じた

まるごと営業

顧客層の拡大と商品の充実で下期の収益は大幅増加へ顧客層の拡大と商品の充実で下期の収益は大幅増加へ

住宅ローン住宅ローン

３．個人まるごと営業の推進①～預り資産～
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　　◆　　◆住宅ローンは残高拡大・金利改善をはかりつつ、住宅ローンは残高拡大・金利改善をはかりつつ、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　信用リスクも低位で安定信用リスクも低位で安定

13,174

13,752

13,976

14,233

12,500

13,000

13,500

14,000

14,500

H22/9 H23/9 H24/9 H25/3計画

＜住宅ローン残高推移＞(億円）

＜住宅ローン新規実行金利推移＞

1.100%

1.085%

1.067%
1.073%

1.114%

1.06%

1.08%

1.10%

1.12%

H22/下 H23/上 H23/下 H24/上 H24/下計画

0.39%

0.36%0.36%

0.52%

0.35%

0.40%

0.45%

0.50%

0.55%

H21/9 H22/9 H23/9 H24/9

＜住宅ローン　１か月以上延滞比率（残高ベース）＞

３．個人まるごと営業の推進②～住宅ローン～



11

本店

大阪府内預貸金残高
（Ｈ２４／９末・２７か店計）

・貸出金 ５，５０１億円 　
・預金＋譲渡性預金
　　　　　 ４，５３０億円

大阪府内預貸金残高大阪府内預貸金残高
（Ｈ２４／９末・２７か店計）（Ｈ２４／９末・２７か店計）

・貸出金 ５，５０１億円 　
・預金＋譲渡性預金
　　　　　 ４，５３０億円

＜大阪府の店舗展開＞

昭和２８年　大阪支店開設
① 淀川流域に出店

②平成１３年度～１７年度
企業集積地への空中店舗展開

③平成１８年度～
主要都市で法・個人併進営業
店舗間空白地への出店

④ ②の地上化による基盤強化

⑤H２５／５　大阪営業部設置

店舗数９（H１３／３）

店舗数１５（Ｈ１８／３）

店舗数２７（Ｈ２４／９）

広域化戦略の要と広域化戦略の要と
して大阪市内を強化して大阪市内を強化

尼崎

兵庫県
京都府

奈良県

高槻

枚方

寝屋川

交野

大阪市

１

④地上化

大阪

新大阪

難波

大阪中央
城東

堺

八尾

大阪府

池田

豊中

新石切

堺北花田支店
　開設予定（H25/1）

⑤大阪市内強化⑤大阪市内強化

④地上化

④地上化

大阪営業部設置大阪営業部設置
（（HH２５／５２５／５予定）予定）

東大阪

④地上化

３

門真

④地上化

３

茨木

④地上化

２

４．チャネル戦略①～大阪府内の店舗戦略～

兵庫県

京都府
滋賀県

大阪府
奈良県

三重県
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◆◆平成２５年５月「大阪営業部」を設置し、平成２５年５月「大阪営業部」を設置し、
　　 　　　　　　　　　　　　広域化戦略　最大のマーケット大阪市内へ攻勢広域化戦略　最大のマーケット大阪市内へ攻勢

地上店舗へ転換

空中店舗 大阪支店（S28.12開設）

　大企業取引推進

大阪中央支店（H15.2開設）

　リテール企業取引推進

　　　　　　　大阪営業部（H25.5.27）

　
　営業第１部　　　　　　営業第２部
　　大企業取引推進　　　　　リテール企業取引推進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 個人取引を推進開始　

　

本部機能を併設
　阪神営業本部
　コンサルティング営業部
　大阪外為センター　等

空中店舗から地上店舗へ転換し、来店誘致
大阪支店と大阪中央支店を統合し、営業部へ昇格

営業部長に常務執行役員を配置、７名増員（２９名⇒３６名）
本部機能併設による体制強化

貸出金残高３，０００億円を目指す！！貸出金残高３，０００億円を目指す！！

情報共有化による一体営業

４．チャネル戦略②～「大阪営業部」の設置～
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４．チャネル戦略③～名古屋支店の業況～

◆◆名古屋支店は開設１年半で黒字化を達成名古屋支店は開設１年半で黒字化を達成 ※業務純益ベース

○名古屋大学と「産学連携に関する協定」を
　 締結（平成２３年９月）　※関西の金融機関初

東海道新幹線

愛知県

本店

京都府

新名神高速道路

京都と名古屋の
結びつきが強まる

名古屋支店
（H23/4開設）

滋賀県

東海道新幹線

京都駅

名古屋駅

三重県

＜預金＋譲渡性預金残高＞

○中部企業と京都企業とのマッチング
○海外進出支援　　　
など各社のニーズに応じた対応で他行と差別化

愛知県内に拠点がある
京都府本社の上場企業数

６６社中４９社

※H24/12当行調べ、企業数には当行を含む

665

878

600

700

800

900

H23/9 H24/9

(億円）

480

746

400

500

600

700

800

H23/9 H24/9

＜貸出金残高＞
(億円）

預貸和は１，５００億円を突破預貸和は１，５００億円を突破

○愛知県本社の大企業グループとの取引を拡大

名古屋支店
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４．チャネル戦略④～アジア戦略～

東北地区

京都

・相談の受付
・セミナー、商談会
・専門家との連携　等

アジアデスク

香港駐在員事務所

中国中国

華北地区

「大連駐在員事務所」開設（Ｈ２４／７）「大連駐在員事務所」開設（Ｈ２４／７）
・東北・華北地区進出企業のサポートを強化

※７～９月のサポート実績：３０先

華東地区

華南地区

ベトナムベトナム

マレーシアマレーシア

インドネシアインドネシア
シンガポールシンガポール

大連駐在員事務所

本店営業部中国ビジ
ネスサポート担当

中国工商銀行

中国銀行

カシコン銀行（タイ）

バンクネガラ
インドネシア

上海駐在員事務所

トレーニー派遣
（大連・上海）

貿易保険
・日本貿易保険

（NEXI）

＜＜海外進出サポートによる新規取引＞海外進出サポートによる新規取引＞

■A社　（名古屋エリア・飲食業）
・中国進出情報を入手し訪問
サポート体制の説明と視察アレンジを実施

・現地情報の提供の他、食材の調達ルートや
テナントを紹介

・「上海ビジネス交流会」への参加

⇒　現地法人を設立
資本金の送金と新規融資を実行。

取引先の本業に入り込んだ取引先の本業に入り込んだ
細かなサポートにより、競合の細かなサポートにより、競合の

厳しい地域で他行と差別化！！厳しい地域で他行と差別化！！

○東南アジアセミナーの実施○東南アジアセミナーの実施
○トレーニー○トレーニーのの派遣　派遣　
○現地銀行との提携○現地銀行との提携
○現地への進出サポート○現地への進出サポート
　（コンサルティング会社、物件、　（コンサルティング会社、物件、
　　提携銀行の紹介など）　　提携銀行の紹介など）

　＜東南アジア進出サポート状況＞
　　　　（平成２４年１月～９月）
○サポート実施先　２１先
○融資取引につながった先
　　　３先／１６５百万円
○外為取引につながった先　５先

　＜　＜東南アジア進出サポート状況東南アジア進出サポート状況＞＞
　　　　（平成２４年（平成２４年１１月～月～９月９月））
○サポート実施先　２１先
○融資取引につながった先
　　　３先／１６５百万円
○外為取引につながった先　５先

タイタイ

（H24/3現在・当行調べ）　

＜当行取引先の東南アジア進出状況＞

タイ 212社
シンガポール 137社
ベトナム 133社
マレーシア 111社
インドネシア 100社
インド 82社
フィリピン 76社

東南アジア向けのサポートを強化東南アジア向けのサポートを強化 　　「チャイナプラスワン」として企業の進出が増加
　

提携金融機関等

トレーニー派遣
（シンガポール）

◆◆大連駐在員事務所開設でネットワークを強化。今後は東南アジア進出も積極的に支援大連駐在員事務所開設でネットワークを強化。今後は東南アジア進出も積極的に支援
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◆◆高齢化の進展で需要増加が見込まれる「医療・福祉」分野への取組みを強化高齢化の進展で需要増加が見込まれる「医療・福祉」分野への取組みを強化

「業種別専門営業部」に蓄積された専門的なスキルを活かした営業を展開「業種別専門営業部」に蓄積された専門的なスキルを活かした営業を展開

＜医療・福祉業向け貸出先数・残高＞

1,4251,432
1,3731,357

1,303
1,269

1,241

1,127
1,0631,052

2,075 2,092

1,976

1,860

1,704

1,626
1,589

1,5441,5451,576

700

900

1,100

1,300

1,500

H16/3 H17/3 H18/3 H19/3 H20/3 H21/3 H22/3 H23/3 H24/3 H24/9

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

残高

先数（右目盛り）

【介護ビジネス支援】

58

31

16
11

45

0

10

20

30

40

50

高齢者住宅 有料老人ホーム グループホーム

京都府

全国

＜75歳以上人口1,000人あたりの高齢者住宅数＞
京都府の特別養護老人京都府の特別養護老人
ホーム入所申込者数ホーム入所申込者数

5,610人（平成21年集計）

京都府は全国平均を京都府は全国平均を
下回っており、今後の下回っており、今後の

拡大が期待される拡大が期待される

＜業種別専門営業部　介護案件実行額＞

1,499

2,693

3,495

3,983

1,000

2,000

3,000

4,000

H20年度 H2１年度 H22年度 H23年度

介護関連ニーズの高まりで、高齢者住宅等の建設案件が増加介護関連ニーズの高まりで、高齢者住宅等の建設案件が増加

医療・福祉業向け貸出は大きく増加医療・福祉業向け貸出は大きく増加

(億円） (先）

【クリニック向け事業承継サポート】　（平成２４年６月～）

後継者不在の医師と新規開業希望の医師の
ニーズをマッチングし、地域医療を維持

⇒⇒ 当行はクリニックを承継して開業する医師当行はクリニックを承継して開業する医師
　　　　 に対して、新規開業資金や改装資金を融資に対して、新規開業資金や改装資金を融資

(百万円）

（出典）厚生労働省　平成21年集計
　「特別養護老人ホームの入所申込者の状況」

（出典）日本医師会総合政策研究機構

京都府保険医協会との提携融資を開始

【当行の医療・福祉分野への取組み】

業種別の専門チーム（医療・福祉）による営業

「京銀開業医向けローン＜医力満点＞」取扱開始

地域医療の発展に貢献

専門チームによる高度なサポート

S３０～

H１５～

H２１～

提携保険医協会の拡大（滋賀県） ※H２４～兵庫県H２２～

５．成長分野への取組み～医療・福祉分野～
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平成１６年　「企業再生担当者会議」発足

京都府・京都市協調
　「中小企業再生支援融資制度」
※全取引金融機関が改善計画に合意することを条件に、
　「 長２０年」かつ「 大４億円まで無担保」で支援

京都府・京都市協調
　「中小企業再生支援融資制度」「中小企業再生支援融資制度」
※全取引金融機関が改善計画に合意することを条件に、
　「 長２０年」かつ「 大４億円まで無担保」で支援

228

299

353

159

100

200

300

400

H21/9 H22/9 H23/9 H24/9

＜中小企業再生支援融資制度実行累計額＞　(億円）

京都では、他の都道府県に先駆けて京都では、他の都道府県に先駆けて
ネットワークを構築ネットワークを構築

　　

オール京都による再生支援の枠組み構築

京都再生
ネットワーク会議

地域医療再生委員会

地元金融機関地元金融機関

政府系金融機関政府系金融機関

保証協会（事務局）保証協会（事務局）

中小企業再生
支援協議会

中小企業再生
支援協議会

整理回収機構整理回収機構

行政行政

営業店審査部経営支援室

事業の再構築事業の再構築 再生スキーム・手法の提供再生スキーム・手法の提供

経営支援対象先経営支援対象先経営支援対象先

◆◆「京都再生ネットワーク会議」の活用による企業再生「京都再生ネットワーク会議」の活用による企業再生

平成２０年７月
　「京都再生ネットワーク会議」に名称変更
　※「オール京都の再生担当者が一堂に会する会議」へ

平成２０年７月平成２０年７月
　　「京都再生ネットワーク会議」「京都再生ネットワーク会議」に名称変更名称変更
　※「オール京都の再生担当者が一堂に会する会議」へ

自治体も積極的に関与

６．金融円滑化への取組み
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◆◆「地域サポート営業部」で若手行員に法人営業を徹底教育「地域サポート営業部」で若手行員に法人営業を徹底教育

地域サポート営業部（京都市内２拠点）

○平成２４年３月に第１期生２９名が卒業　
　　⇒　将来の「渉外キャプテン」（法人営業の中核を担う戦力）候補生として、営業店に配属
○平成２４年４月より、第２期生３０名の育成を開始

若手行員を本部営業組織で１年間徹底的に教育し、「法人営業のプロ」を育成若手行員を本部営業組織で１年間徹底的に教育し、「法人営業のプロ」を育成

＜「地域サポート営業部」の育成工程＞

第１期生２９人　営業店配属後の成果

平成２４年度上期　純増案件の実行
２８６件／５５億円　

※１人あたり約２億円　

平成２４年度上期　純増案件の実行平成２４年度上期　純増案件の実行
２８６件／５５億円　２８６件／５５億円　

※１人あたり約２億円※１人あたり約２億円　

有望な法人マーケットを有する２３店舗に配属

Ⅲ．発展ステージⅡ．応用ステージⅠ．基礎ステージ

○ビジネスマナー等の習得
○業務・商品知識の習得
○財務分析スキルの習得
○案件の分析
○外部講師等によるサポート
○企業見学　等

○法人営業実践　「新規取引活動」
　※案件対応力の底上げ
　　見込み顧客のリストアップ
⇒分析・ロープレ
⇒訪問・ニーズ確認
⇒方針・提案書作成、折衝
⇒案件組成・実行

○法人営業実践
　　「既存先活動／営業店派遣」
　※本格的な法人営業力の向上
・営業店への派遣による実践
・営業店事務の経験
・地域サポート営業部による指導

　 と管理

営
業
店
配
属　
　
　

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

修
了

７．地域サポート営業部による人材育成


